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担い手として、地方自治体が注目された時期がある。途上国の中央政府を対象にした法律や制度づくりに関する国際協力が進み、法令の執行の強化が新たな課題となってきたこと、途上 における地方分権化が進みさまざまな法令の執行が中央政府から地方政府 移管されたことが背景にある。一方、日本の地方政府も、経済 グローバル化に対応していくため 、「国際化」を進めることが重要と考え、国際協力に関心が持 れるようになった（参考文献①、②） 。環境分野では、一九九〇年代前半には、ＪＩＣＡの専門家として派遣される地方政府職員の割合は三分の一を超えており、早くから現場での知見が豊富な地方政府職員が国際協力に携わっ きた（参考文献③） 。
　
近年、これらの要素に加えて、
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